様式４７
介護給付費算定に係る体制等状況表

	提供サービス
	事業所番号
	２
	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	２４　介護予防短期入所生活介護
	事業所名
	


	施設等の区分
	１ 単独型　　２ 併設型・空床型

３ 単独型ユニット型

４ 併設型・空床型ユニット型

	地域区分
	１ １級地　　６ ２級地　　７ ３級地　　２ ４級地　　

３ ５級地　　４ ６級地　　９ ７級地　　５ その他

	その他

体制等
	夜間勤務条件基準
	１ 基準型　　６ 減算型　

	
	職員の欠員による減算の状況
	１ なし　　２ 看護職員　　３ 介護職員

	
	ユニットケア体制
	１ 対応不可　　２ 対応可

	
	共生型サービスの提供

（短期入所事業所）
	１ なし　　２ あり　

	
	生活相談員配置等加算
	１ なし　　２ あり　

	
	生活機能向上連携加算
	１ なし　　３ 加算Ⅰ　　２ 加算Ⅱ　

	
	機能訓練指導体制
	１ なし　　２ あり　

	
	個別機能訓練体制
	１ なし　　２ あり　

	
	若年性認知症利用者受入加算
	１ なし　　２ あり　

	
	送迎体制
	１ 対応不可　　２ 対応可

	
	療養食加算
	１ なし　　２ あり　

	
	認知症専門ケア加算
	１ なし　　２ 加算Ⅰ　　３ 加算Ⅱ

	
	サービス提供体制強化加算(単独型)
	１ なし　　６ 加算Ⅰ　 ５ 加算Ⅱ　　７ 加算Ⅲ

	
	サービス提供体制強化加算(併設型、空床型)
	１ なし　　６ 加算Ⅰ　 ５ 加算Ⅱ　　７ 加算Ⅲ

	
	併設本体施設における介護職員等
特定処遇改善加算Ⅰの届出状況
	１ なし　　２ あり

	
	介護職員処遇改善加算
	１ なし　　６ 加算Ⅰ

５ 加算Ⅱ　２ 加算Ⅲ　　３ 加算Ⅳ　　４ 加算Ⅴ

	
	介護職員等特定処遇改善加算
	１ なし　　２ 加算Ⅰ    ３ 加算Ⅱ　

	ＬＩＦＥへの登録
	１ なし　　２ あり　

	割引
	１ なし　　２ あり　

	社会福祉法人軽減事業
	１ なし　　２ あり　


備考

１　一部ユニット型の事業所である場合は、ユニット型の部分とそれ以外の部分のそれぞれについて

体制等状況表を作成すること。

２　記載にあたっては、それぞれの項目欄の該当する番号を選択し、○で囲むこと。

３　「地域区分」は、事業所の所在地が下表のいずれに該当するかを確認し、「６級地」「７級地」

「その他」のいずれかを○で囲むこと。

	区分
	市町名

	６級地
	静岡市

	７級地
	浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、

藤枝市、御殿場市、袋井市、裾野市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町

	その他
	上記以外の市町


４　介護老人福祉施設に係る届出をした場合で、空床型を実施する場合には、その届出と重複する項目の届出は不要であること。

５　添付書類（算定する場合に添付が必要な書類。下記に記載のない届出項目は添付書類不要）
・一体的に運営がなされている短期入所生活介護サービスに係る届出がされ、別紙等が添付されている場合は、内容の重複する別紙等の添付は不要とすること。

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７、別紙７-２）又はこれに準ずる書面の提出が必要な加算項目が複数ある場合は、１枚の書面に全ての要件を記載していただくことで足りるものとする。

	届出項目
	添付書類

	施設等の区分（「併設型・空床型」以外の場合）
	・平面図（別紙６）又はこれに準ずる書面

	夜間勤務条件基準
	＜基準型＞

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７、別紙７-２）又はこれに準ずる書面（施設区分が単独型ユニット型又は併設型・空床型ユニット型の場合はユニット毎の勤務体制が確認できる内容）
＜テクノロジーを導入する場合の夜間の人員配置基準（従来型）を適用する場合＞
・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７-２）又はこれに準ずる書面（「（再掲）夜勤職員」欄を記載し、「１日の夜勤の合計時間」は夜勤時間帯に属する勤務時間（休憩時間を含む）の合計数を記入）

・テクノロジーを導入する場合の夜間の人員配置基準（従来型）に係る届出書（別紙７-２別添）

・要件を満たすことが分かる書類（別紙７-２別添の備考欄を参照）

	ユニットケア体制
	・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面（ユニット毎の勤務体制及びユニットリーダーが確認できる内容）

	生活相談員配置等加算
	・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７、別紙７-２）又はこれに準ずる書面

・生活相談員の職務に従事する資格証の写し

	機能訓練指導体制

個別機能訓練体制
	・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７、別紙７-２）又はこれに準ずる書面

・機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等の資格証の写し

	送迎体制
	・送迎車の写真、説明書等の書面及び車検証の写し

	サービス提供体制

強化加算
	＜加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ共通＞

・サービス提供体制強化加算に関する届出書（（介護予防）短期入所生活介護事業所・（介護予防）短期入所療養介護事業所・介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院）（別紙12－4）

・要件を満たすことを証する書類（別紙12－4の備考欄を参照）

・介護福祉士の資格証の写し（加算Ⅲは介護福祉士等の状況で算定する場合のみ）

	介護職員処遇改善

加算
	加算の算定については、別に「介護職員処遇改善計画書の提出」が必要です。

(http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-240/kaigo/r2/r3shoguukaizentodokede.html 参照)

	介護職員等特定処遇改善加算
	加算の算定については、別に「介護職員等特定処遇改善計画書の提出」が必要です。
(http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-240/kaigo/r2/r3shoguukaizentodokede.html 参照)

	割引
	・指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について（別紙５）


　　注１　当該サービスについて「社会福祉法人軽減事業」を開始する場合は、別途「社会福祉法人等による利用者負担軽減申出書」を提出すること
